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研究要旨 

都道府県臓器移植コーディネーター（以下、県 Co.）は、最低各都道府県に１名は設置

され、自都道府県内の医療機関を中心に移植医療に関する普及啓発や、臓器提供に関す

る意思をくみ取るための活動を行っており、実際のあっせん業務に関しても、自都道府

県を中心に行っている。県 Co.の地域に根付いた活動が、選択肢提示数や臓器提供数に直

接的に反映している可能性が高いと推察される。しかし、県 Co.は、基本的に自都道府県

を中心とした対応となるため、日本臓器移植ネットワーク（以下、JOT）所属のコーディ

ネーター（以下 Co.）と比べると症例対応数は少なく、地域によって症例数は大きく異な

る。また、現状においては県 Co.に対する具体的な活動内容やその方法は明確化されてお

らず、指導者も教育プログラムもなく、さらに評価方法も確立されていない。そこで、

県 Co.の日々の活動における課題を明らかにし、効果的な活動方法や今後のあり方を明ら

かにすることを目的に移植医療関係者に対しインタビュー調査を実施した。 

インタビュー調査の結果、県 Co.と医療機関の医師との良好な関係が臓器提供に関する

選択肢提示数に関与していることが示唆された。しかし調査対象の県 Co.全員は、施設や

医師等と普段から良好な関係を構築することが重要であると感じているものの、活動内

容にはばらつきがあることが明らかになった。 

県 Co.の日々の効果的な活動を行うためには、①県 Co.の具体的活動内容の明示化およ

び標準化、②県 Co.の人材育成と具体的な業務習得機会の設定、③県 Co.のコミュニケー

ション能力の向上、④具体的な活動規定の制定と評価体制（質の担保）の構築、⑤メン

ター制度の導入、⑥雇用形態・待遇の統一、⑦人口や施設数に応じた県 Co.配置体制の見

直しの７つの体制を構築することが重要であると考えられた。 
 



 

 

A．研究目的 

 様々な因子が阻害要因となり臓器提供が

進んでいない。その要因の１つとして、臓

器提供が可能な医療機関の医師等が急性期

の終末期にある患者家族に対して臓器提供

に関する選択肢を提示すること（以下、選

択肢提示）に、心理的負担を伴うために、

選択肢提示を躊躇していることがあげられ

る。 

日本臓器移植ネットワーク（以下、JOT）

所属のコーディネーター（以下 Co.）は、

国内の臓器提供に係るあっせん業務を中心

に活動を行っている。一方、都道府県臓器

移植コーディネーター（以下、県 Co.）は、

最低各都道府県に１名は設置され、自都道

府県内の医療機関を中心に、移植医療に関

する普及啓発や、臓器提供に関する意思を

くみ取るための活動を行っており、実際の

あっせん業務に関しても、自都道府県を中

心に行っている。つまり、県 Co.の地域に

根付いた活動が、選択肢提示数や臓器提供

数に直接的に反映している可能性が高いと

推察される。 

しかし、県 Co.は、基本的に自都道府県

を中心とした対応となるため、JOT Co.と比

べると症例対応数は少なく、地域によって

症例数は大きく異なる。また、現状におい

ては県 Co.に対する具体的な活動内容やそ

の方法は明確化されておらず、指導者も教

育プログラムもなく、さらに評価方法も確

立されていない。 

そこで、県 Co.の日々の活動における課

題を明らかにし、効果的な活動方法や今後

のあり方を提案するために、移植医療に携

わる担当者に対しインタビュー調査を実施

した。 

 

B．研究方法 

1)対象：移植医療に携わる担当者 11 名 

(1)ドナー主治医を経験した医師 6名 

  脳神経外科医 2名、救急科医 3名、 

循環器内科医 1名 

(2)県 Co. 5 名 

Co.経験年数：3年以下 1名 

5～9年 2 名 

10～14 年 1 名 

15 年以上 1 名 

前職：医療従事者 3 名 

医療関係以外の企業職員 2 名 

2)調査期間：平成 29年 11 月～平成 30年 3

月（5日間） 

3)調査方法：インタビュー調査（半構造化

的面接） 

＊インタビュー調査時間は 1

名 1時間程度とした。 

4)調査内容： 

(1)ドナー主治医を経験した医師 

①医師の移植医療および選択肢提示

に対する意識、②臓器提供時における

Co.との関わりについて、③Co.との普

段（臓器提供時以外）の関わりについ

て、④Co.との関わりで印象に残る出

来事について、⑤Co.および JOT に望

むこと⑥その他 

(2)県 Co. 

①Co.と医療機関の関わりについてど

うあるべきか、②普段、医療機関（医

師、医療スタッフ）とどのように関わ

っているか、③医療機関等との関わり

で印象に残る出来事について、④困っ

ていること 

（倫理面への配慮） 

研究参加者候補には、調査研究開始前に、

調査研究担当者が研究目的や手法について



 

文書および口頭で十分説明を行った。研究

参加者候補には質問する機会、および同意

するかどうかを判断するための十分な時間

を与え、本研究の内容を良く理解したこと

を確認した上で、自由意思による同意を得

た。研究参加者候補から同意が得られる場

合は、研究参加者候補からの同意文書等へ

の署名または記名捺印、および同意年月日

の記入を得た。 

 

C．研究結果 

1）ドナー主治医を経験した医師 

①医師の移植医療および選択肢提示に対す

る意識 

調査対象の医師全員が移植医療に対し

「賛成」または「賛成でも反対でもなく、

終末期患者さんやご家族の意思を尊重する

こと」「レシピエントにとっては無くてはな

らないもの」という意見であった。 

選択肢提示については全員実施しており、

診療科内のカンファレンスにおいて選択肢

提示を行うか否かを診療科内のスタッフと

共有し実施していた。しかし、大学病院（臓

器提供が出来る施設）だから義務として選

択肢提示を行っていると話をした医師もお

り、「臓器提供に至った時の業務量を考える

と臓器提供が可能な施設であってもマンパ

ワー・ハード面が充足されている施設以外

では選択肢提示は難しいと思う。」と施設の

機能によって選択肢提示を考慮する場合も

あると話す医師もいた。 

 

②臓器提供時における Co.との関わりにつ

いて 

臓器提供に関する Co.への第 1報は、JOT

事務所近郊に所在する施設の医師 1 名を除

く 5名の医師は、JOT Co.ではなく、まずは

自県の県 Co.へ連絡する体制であった。5名

とも JOT Co.は特に関わりがなく、自県 Co.

へ連絡していた。しかし 1 施設は、臓器提

供時において県 Co.の対応が悪ったことか

ら担当医と県 Co.の関係性が悪化し、担当

を県 Co.から JOT Co.へ変更していた。担当

を変更した後の関係は良好であった。 

臓器提供時における Co.への連絡のタイ

ミングは、医師によって異なっていた。連

絡のタイミングは、①患者家族から臓器提

供の申し出があった後、②患者家族が Co.

の話を聞いてみたいと申し出があり院内倫

理委員会の承認後、③ドナー適応判断や選

択肢提示のタイミング等の相談を行うため

選択肢提示を実施する前、の 3 つに分かれ

ていた。 

①の患者家族から臓器提供の申し出があ

った後に県 Co.へ連絡すると回答した医師

は、「症例で必要な時にすぐに病院へ来てく

れない」と意見が寄せられた。当該県 Co.

による定期的な訪問は行われていなかった。

③の選択肢提示を実施する前に相談を行っ

ていた医師は半数であり、その全医師は Co.

に対する信頼と評価が高かった。 

選択肢提示を実施する前に県 Co.へ連

絡・相談している医師からは、「未実施の検

査にも気づけているので、助かっている」

「選択肢提示をする前に具体的なタイミン

グや言い方について相談すると、先生は選

択肢を提示していただければ、あとはこち

らでやりますから大丈夫、と言っていただ

けて楽だった」と話しており、選択肢提示

に対する心理的負担の軽減の一助に繋がっ

ていた。事前の相談等をしていない医師か

らは、「ドナー適応に基準がわからないため、

自分で判断して、選択肢提示が頭から消え

ていることもある」と話していた。一方で、

選択肢提示前に県 Co.へ連絡・相談してい

る医師からは、個人情報保護の観点から、



 

早い段階において Co.に対し情報共有を問

題視する声を危惧しており、明確な規定の

策定を要望された。 

 

③Co.との普段（臓器提供時以外）の関わり

について 

調査対象の医師が県 Co.と知り合った主

なきっかけは、勉強会や講習会（院内、院

外ともに）であり、県 Co.が普段からの定

期的な病院訪問等を通し、医師と県 Co.が

顔見知りになっていた。県 Co.が定期的に

診療科カンファレスに参加している施設は

1 施設であった。定期カンファレンスに参

加している県 Co.と診療科スタッフとの関

係は良好であり、常に相談できる体制であ

った。 

県 Co.が定期的に病院訪問や勉強会を開

催している地域においては、JOT Co.と担当

医師との関わりはなかった。一方、JOT Co.

と医師の関わりがある施設は、JOT 事務所

の近郊に所在する施設、あるいは県 Co.の

対応の悪さから JOT Co.へ担当を変更して

いた地域であった。 

 

④Co.との関わりで印象に残る出来事につ

いて 

印象に残るよい出来事として、「臓器提供

後、移植経過報告を公的な報告として共有

してくれる。」「自分が対応した症例の家族

訪問に誘ってくれる。家族が提供を決めて

よかったと思えているかなど、その後の様

子を知ることができる。家族が提供を決め

てよかった、いい終わり方ができたと思っ

てくれることが大切で、それがあるから１

つ１つの症例はきついけど、またやろうか

な、と思える。」と話しており、臓器提供後

のレシピエントの経過報告だけではなく、

ドナー家族が臓器提供を決断したことを前

向きに思っていることを共有することによ

り、次の症例に繋がっている様子であった。 

一方で、印象に残る悪い出来事としては、

症例時の対応（患者家族への説明内容、迅

速に対応しない）や普段の関わりにおける

挨拶やマナー等について不満の声が寄せら

れた。また、県 Co.の評価システムがない

こと、県や JOT に県 Co.の対応改善につい

て指摘しているにもかかわらず問題が解決

していないことを不満としてあげていた。 

 

⑤Co.および JOT に望むこと 

Co.に対して期待することは、「症例時に

迅速な対応をしてほしい」「常に連絡が取る

体制であってほしい」「ドナーの適応に関し

て周知をしてほしい。情報が不足している」

「ドナーの家族の提供後の様子等を早めに

伝えてほしい」「主治医だけではなく、診療

科のみんなに伝えるために、医局会に訪問

するなどを検討してほしい」という意見が

寄せられた。また、「臓器提供は、提供側の

医師たちの自己犠牲のもとで成り立ってお

り、自己犠牲を払っても臓器提供をやって

よかったと思えるものが、症例後にない」

と話された医師もいたことから、Co.による

臓器提供後のフィードバックが十分ではな

く、ドナー主治医にとっての臓器提供の不

可価値が見いだせていない様子であった。 

県 Co.と医療機関（医師や医療スタッフ

等）の日頃から顔の見える関係、いつでも

相談できる関係の構築を望んでおり、臓器

提供後のレシピエント経過報告だけではな

く、ドナー家族の提供後の様子（臓器提供

をしたことを後悔していない等）を含め、

早い時期に Co.からのフィードバックを希

望する医師も多くいた。 

一方で、県 Co.の対応に対して非常に満

足していると話した医師でさえ「普段の診



 

療科カンファレンスに出席するべきかどう

かは Co.のキャラクターによるため、Co.が

出席するべきかどうかは、わからない」「県

Co.が変わることで臓器提供数が減少する

ことは避けたいが、ありえると思う」とも

話していた。 

JOT に対しては、苦慮する症例の解決方

法の共有、検証会議等のフィードバックを

望む声が多く寄せられた。さらに、「トラブ

ルなく、間違えや問題がないように斡旋を

してほしい。悪いイメージにならないよう

にしてほしい。」という意見もあった。 

 

⑥その他 

臓器提供時の業務については、調査対象

の医師全員が「非常に大変だった」「他の業

務が全く出来なかった」と話していた。「患

者管理や院内の調整でとても大変だったた

め、選択肢提示をし、断ってくれたほうが

内心ホっとする。」と話す医師もいた。 

普段、移植希望患者を診ている循環器内

科医は、「受け取る立場から出す立場になっ

て、色々勉強になった。症例対応はとても

大変だった。他の仕事が全くできなかった。」

と話をしており、レシピエントや補助人工

心臓を装着している患者には、社会貢献の

気持ちを持ってほしいと述べていた。 

臓器提供時において、メディカルコンサ

ルタントや摘出チームの態度に対して、「ド

ナー管理について舌打ちされたこともある」

と話す医師もおり、メディカルコンサルタ

ントや摘出チームに対して不満を抱いてい

た医師が数名いた。また、「これ（臓器）、

ダメですねって言われると、僕らの治療が

否定されたと思う」と話す医師もおり、メ

ディカルコンサルタントや摘出チームの態

度や言葉から、ドナー管理が心理的負担に

繋がっていた。 

 

（①～⑥のまとめ） 

調査対象の医師が、Co.の関わり（あっせ

ん時以外）で満足していると評価していた

具体的内容は以下であった。 

①定期的な病院訪問等を通じて構築した医

師と県 Co.の信頼関係 

②患者家族に対する選択肢提示を実施する

前の段階からのコンサルテーション 

③ドナー主治医に対する移植実施後のレシ

ピエントの経過報告 

④ドナー主治医に対する臓器提供後のドナ

ー家族の状況報告 

主治医等が求める上記のニーズに対し、

県 Co.が迅速に適切に対応することにより、

県 Co.の信頼感を得ていた。一方で「県 Co.

が交代することにより臓器提供数が減少す

ることもありえる」と話をしていることか

ら、県 Co.の個性や熱意と医師とのコミュ

ニケーションからの関係性だけはなく、県

Co.の質とシステムを確保することも重要

であるといえる。 

 

2)県 Co. 

①Co.と医療機関の関わりについてどうあ

るべきか 

県 Co.の役割として、「提供に関わる全て

の人の潤滑油であること」、「提供する・し

ないに関わらず中立であること」、「提供数

を増加させるための活動を実施すること」、

「施設と良好な関係を構築すること」と回

答していたが、5名中 2名は、「どのように

実施したらよいのかわからない」とも回答

していた。 

 

②普段、医療機関（医師、医療スタッフ）

とどのように関わっているか 

①移植医療に関する勉強会（院内外）②



 

院内マニュアル・院内 Co.の整備③症例対

応シミュレーション③医療施設への訪問等

④カンファレンス等の定期的（最低週 1回）

参加を実施していた。しかし、県 Co.によ

って活動内容や活動の方法に違いがみられ

た。全員、移植医療に関する院内勉強会を

実施していたが、必ずしも臓器提供数と結

びついている結果ではなかった。 

5 名中 3名は、「病院訪問をしても、（医

師に）会ってもらえない」、「自分で（医師

と）会うルートを作るのが難しい」「県 Co.

がカンファレンスに参加することに対して

快く思っていない医師がいることを知った

ため、カンファレンスに行くのを止めた」

と話しており、医療機関との関わり方に苦

慮していた。定期的に救急科や脳神経外科

のカンファレンスへ参加している県 Co.は

1 名だけであった。 

Co.歴 10 年以上の 2名は、「各施設の状況

やニーズに合わせた院内体制整備の方法・

プロセスを提案」「脳死下提供が可能な施設

だからといって、全ての病院、同じような

啓発のやり方はやってはない。病院の機能

（マンパワー、ハード面等）にあせてアプ

ローチしている」と話しており、施設の機

能とニーズに合わせて対応を行っていた。 

 

③医療機関等との関わりで印象に残る出来

事について 

「臓器提供の症例時の主治医負担を軽減

したいと思っているが、どのようにフォロ

ーしていいかわからない」「施設との関係構

築、勉強会の実施、県との共同等、具体的

にどのように進めていいのかわからない。」

「施設に関係構築のため、挨拶しようとし

ても、（医師に）会ってもらえない。」と話

す県 Co.が複数名おり、医療機関との関わ

り方について苦慮しており、相談する相手

もおらず悩んでいる様子であった。 

 

④困っていること 

調査対象の県 Co.全員、県 Co.業務のメン

ターや相談役はおらず、雇用主、Co.経験、

スキルに差があり、十分な研修を受講する

機会がなかった。助言を必要とする際には

隣県の先輩 Co.に適宜相談する形で対応し

ていた。また自県では症例数が少ないため、

隣県支援でスキルを身につけたいと話をし

ていた。医療機関との関係構築や臓器提供

後のフォローアップに関する方策やマニュ

アルが JOT にはなく、医療機関との関係構

築に苦慮しているため、コミュニケーショ

ンに関する研修会の開催やマニュアル化を

要望していた。 

臓器提供時において、JOT Co.専用の対応

マニュアルがあるものの、県 Co.には見せ

てもらえないため、症例中苦慮することも

あると話す県 Co.もいた。JOT Co.、県 Co.、

隣県支援 Co.が一体となって働く環境が構

築されていない様子であった。 

 

（①～④まとめ） 

県 Co.の役割と活動について具体的に明

示および標準化されていないことから、活

動に差が生まれていることが明らかになっ

た。また、普段の医療機関との関わりにつ

いて相談できる人もおらず、対応に苦慮し

ている県 Co.が多くいた。 

 

D．考察 

 本調査対象の医師全員が、移植医療に関

する選択肢提示を実施していた。県 Co.と

の関係がよくないケースでも選択肢提示が

なされていたが、関係がよくないケースに

おいては、その代替方法（JOT Co.が対応、

院内 Co.が対応）により解決されていた。



 

しかし、抜本的な解決には至っていない。 

選択肢提示が実施されていた背景として

は、施設および医師の考え方の 2 点があげ

られる。 

①急性期における終末期にある患者と家族

の希望・意思に沿うことを第一に考えてい

る。 

②施設に選択肢提示に関する方針がある

（あるいは施設内でコンセンサスが得られ

ている）。 

上記の要因に加え、県 Co.と医師との良

好な関係が、臓器提供に関する選択肢提示

数に関与していることが示唆された。医療

機関が求めるニーズに対し県 Co.が迅速に

適切に対応することにより、県 Co.の信頼

感を得ており、良好な関係を築いていた。 

一方、調査対象の県 Co.全員は、施設や

主治医と普段から良好な関係を構築するこ

とが重要であると感じているものの、活動

内容にばらつきがあった。そして医療機関

や医師との連携やコミュニケーションが図

れていないと感じている地域は、臓器提供

数も低迷している地域であった。 

県 Co.の日々の効果的な活動方法を行う

ためには、以下の７つの体制を構築するこ

とが重要であると考えられた。 

①県 Co.の具体的活動内容の明示化および

標準化 

②県 Co.の人材育成と具体的な業務習得機

会の設定 

③県 Co.のコミュニケーション能力の向上 

④具体的な活動規定の制定と評価体制（質

の担保）の構築 

⑤メンター制度の導入 

⑥雇用形態・待遇の統一 

⑦人口や施設数に応じた県 Co.配置体制の

見直し 

これらの 7 つの課題を考慮した包括的な

県 Co.のあり方の検討が求められる。 

 

E．結論 

 移植医療に携わる担当者に対しインタビ

ュー調査を行った結果、県 Co.と医療機関

の医師との良好な関係が選択肢提示数に関

与していることが示唆された。調査対象の

県 Co.全員は、施設や医師等と普段から良

好な関係を構築することが重要であると感

じているものの、活動内容にはばらつきが

あることが明らかになった。県 Co.の日々

の効果的な活動を行うためには、①県 Co.

の具体的活動内容の明示化および標準化、

②県 Co.の人材育成と具体的な業務習得機

会の設定、③県 Co.のコミュニケーション

能力の向上、④具体的な活動規定の制定と

評価体制（質の担保）の構築、⑤メンター

制度の導入、⑥雇用形態・待遇の統一、⑦

人口や施設数に応じた県 Co.配置体制の見

直しの７つの体制を構築することが重要で

あると考えられた。 

 次年度においては、さらなるインタビュ

ー調査を行い、効果的な活動方法を検討し、

具体的な県 Co.のあり方を提案したいと考

える。 
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